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ロヒンギャ問題 1 

 事実調査使節団報告書（2019 年）（A/HRC/42/CRP.3） 
 パラ 10 使節団の設立根拠と任務 
 パラ 1 Tatmadaw とは 
 パラ 48 Tatmadaw と MEHL と MEC との関係 
 パラ 143 外国企業との関係 
 パラ 145-146 外国企業がすべきこと 
 Annex V MEHL/MEC と関係を持っている外国企業 

 
 

クーデター 2021 年 2 月 1 日 2 
 2 月 19 日 企業共同声明 

 日経 2021 年 3 月 1 日「ミャンマー進出外資、共同声明で政変に『深刻な懸

念』」3 
 3 月 15 日 ミャンマー日本商工会議所理事一同声明 
 5 月 12 日 国連人権理事会ビジネスと人権 WG 議長ら共同声明 

 何を求めているか？ 
 
 国連人権高等弁務官報告書（2022 年）（A/HRC/51/41） 

 パラ 29 企業が採るべき行動 
 パラ 34 キリンの例 何がどう complex なのか 

 
 ミャンマー人権状況特別報告者報告書（2024 年）（A/HRC/56/CRP.7） 

 パラ 43 以下（IV.） 銀行の役割 
 パラ 63 関係している銀行のリスト 
 パラ 138 銀行がすべきこと 

 
 バゴー橋 

 朝日 2024 年 6 月 12 日「期待と批判のジャパン・ブリッジ」4 
 日経 2024 年 6 月 10 日「ミャンマーで日本の ODA 活用の橋開通」 
 FoE Japan 2024 年 3 月 11 日 三井住友建設は「回答差し控え」 

 
1 中西嘉宏『ロヒンギャ危機』（中央公論新社、2021 年）。 

2 中西嘉宏『ミャンマー現代史』（岩波書店、2022 年）。 

3 有料版が利用できない場合、日経テレコンで見る。以下同様。 

4 有料版が利用できない場合、朝日新聞クロスサーチで見る。 

https://www.ohchr.org/EN/HRBodies/HRC/MyanmarFFM/Pages/EconomicInterestsMyanmarMilitary.aspx
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM271W70X20C21A2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM271W70X20C21A2000000/
https://jccim.org/statement-of-japan-chamber-of-commerce-and-industry-in-myanmar-jccm/
https://www.ohchr.org/en/press-releases/2021/05/myanmar-time-business-take-stand-against-human-rights-violations-un-experts
https://undocs.org/a/hrc/51/41
https://www.ohchr.org/sites/default/files/documents/hrbodies/hrcouncil/sessions-regular/session56/a-hrc-56-crp-7.pdf
https://www.asahi.com/articles/ASS6D122TS6DUHBI013M.html
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOGM092V50Z00C24A6000000/
https://foejapan.org/issue/20240311/16558/
https://kuline.kulib.kyoto-u.ac.jp/opac/opac_link/bibid/BB07848966
https://kuline.kulib.kyoto-u.ac.jp/opac/opac_link/bibid/BB08569303
https://www.kulib.kyoto-u.ac.jp/erdb?c=erdb_type_f
https://www.kulib.kyoto-u.ac.jp/erdb?c=erdb_type_f
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 JICA バゴー橋建設事業 人権への言及なし 
 参議院決算委員会 2024 年 5 月 20 日 発言番号 71 から 96 まで 

 
 ハニーズ HD 

 日経 2024 年 1 月 17 日 「【地域発 光る企業】福島のハニーズ HD、ミャン

マー工場の競争力で最高益」 
 国情の不安定が指摘されるミャンマーでは、違法な労働時間、児童労働

の有無、健康と安全など従業員の人権に関わる面での不安が産業界に共

通の課題となっている。この点をクリアするため、ミャンマーの工場は

「第三者機関の監査を受け、問題ないとの回答を得ている」（江尻社長）。 
 ノルウェー銀行投資マネジメント部門 2021 年 5 月 19 日 ハニーズ HD か

ら投資引き上げ 
 ヒューマンライツ・ナウ 2024 年 12 月 20 日 「【公開声明】株式会社ハニ

ーズ HD のミャンマー子会社による人権侵害について」 
 
 

このような状況に置かれた企業はどうすればいいのか 
 OECD ガイドライン パラ 25 
 キリン・三井住友建設・ハニーズ HD の立場に立って考えてみる 

 
 

以上 

https://www.jica.go.jp/oda/project/MY-P16/index.html
https://kokkai.ndl.go.jp/txt/121314103X00720240520/71
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCC161J30W3A111C2000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCC161J30W3A111C2000000/
https://www.nbim.no/en/news-and-insights/the-press/press-releases/2021/decisions-on-exclusions/
https://hrn.or.jp/news/26759/
https://hrn.or.jp/news/26759/
https://mneguidelines.oecd.org/mneguidelines/

